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 第４部   苦情処理に関する法律及び省令等                              

 

Ⅰ．市町村                              

 

介護保険法 

  第23条（文書の提出等） 

  市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受ける者

若しくは当該保険給付に係る居宅サービス等(居宅サービス(これに相当するサービス

を含む。)、地域密着型サービス(これに相当するサービスを含む。)、居宅介護支援(こ

れに相当するサービスを含む。)、施設サービス、介護予防サービス(これに相当する

サービスを含む。)、地域密着型介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。)

若しくは介護予防支援(これに相当するサービスを含む。)をいう。以下同じ。)を担当

する者若しくは保険給付に係る第45条第１項に規定する住宅改修を行う者又はこれ

らの者であった者(第 24 条の２第１項第一号において「照会等対象者」という。)に

対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員

に質問若しくは照会をさせることができる。 

 

第78条の７（報告等） 

  市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認めるときは、

指定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者若

しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以下この項において「指定地域密着

型サービス事業者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若し

くは提示を命じ、指定地域密着型サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従

業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当

該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当

該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着型サービスの事業に関係のある場所

に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

第83条（報告等） 

    市町村長は、必要があると認めるときは、指定居宅介護支援事業者若しくは指定居

宅介護支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以

下この項において「指定居宅介護支援事業者であった者等」という。)に対し、報告若

しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅介護支援事業者若しくは当該指

定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅介護支援事業者であった者等に対し出頭を

求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅介護支援事業

者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定居宅介護支援の事業に関係のある場所

に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 
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第115条の17（報告等） 

  市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると認めると

きは、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以下この

項において「指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等」という。)に対し、

報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型介護予防サービス

事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定地域密着型介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務

所その他指定地域密着型介護予防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その

設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

第115条の27（報告等） 

  市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護予防支援事業者若しくは指定介

護予防支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以

下この項において「指定介護予防支援事業者であった者等」という。)に対し、報告若

しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防支援事業者若しくは当該指

定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予防支援事業者であった者等に対し出頭を

求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定介護予防支援事業

者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予防支援の事業に関係のある場所

に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

第115条の45の7（報告等） 

  市町村長は、第一号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、指定事

業者若しくは指定事業者であった者若しくは当該115条の45の3第1項の指定に

係る事業所の従業者であった者(以下この項において「指定事業者であった者等」とい

う。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定事業者若しくは

当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定事業者であった者等に対し出頭を求め、

又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該指定事業者の当該指定に係

る事業所、事務所その他当該指定事業者が行う第一号事業に関係のある場所に立ち入

り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

   〔参考〕 

第７８条の7（報告等） 指定地域密着型サービス事業者 関連 

第83条（報告等） 指定居宅介護支援事業者 関連 

第115条の17（報告等） 指定地域密着型介護予防サービス事業者 関連 

第115条の27（報告等） 指定介護予防支援事業所 関連 

第115条の45の７（報告等） 指定事業者 関連 
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Ⅱ．都道府県及び市町村                              

 

介護保険法 

第76条（報告等） 

  都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認

めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若

しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以下この項において「指定居宅サー

ビス事業者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提

示を命じ、指定居宅サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは

指定居宅サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若しくは当該指定居宅サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務

所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳

簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

第90条（報告等） 

  都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護老人福祉施設

若しくは指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業者であった者

(以下この項において「開設者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書

類の提出若しくは提示を命じ、指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他

の従業者若しくは開設者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対

して質問させ、若しくは指定介護老人福祉施設、指定介護老人福祉施設の開設者の事

務所その他指定介護老人福祉施設の運営に関係のある場所に立ち入り、その設備若し

くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略）  

 

第100条（報告等） 

 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護老人保健施設の開

設者、介護老人保健施設の管理者若しくは医師その他の従業者(以下「介護老人保健施

設の開設者等」という。)に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは

提示を命じ、介護老人保健施設の開設者等に対し出頭を求め、又は当該職員に、介護

老人保健施設の開設者等に対して質問させ、若しくは介護老人保健施設、介護老人保

健施設の開設者の事務所その他介護老人保健施設の運営に関係のある場所に立ち入り、

その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

  ２ （省略） 

３ 第１項の規定により、介護老人保健施設の開設者等に対し報告若しくは提出若しく

は提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護老人保健施設の開設者等に

対し質問させ、若しくは介護老人保健施設に立入検査をさせた市町村長は、当該介護

老人保健施設につき次条、第102条第１項、第103条第３項又は第104条第１項

の規定による処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、その旨を都

道府県知事に通知しなければならない。 
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第114条の2（報告等） 

 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護医療院の開設者、

介護医療院の管理者若しくは医師その他の従業者(以下「介護医療院の開設者等」とい

う。)に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、介護医

療院の開設者等に対し出頭を求め、又は当該職員に、介護医療院の開設者等に対して

質問させ、若しくは介護医療院、介護医療院の開設者の事務所その他介護医療院の運

営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件を

検査させることができる。 

  ２ （省略） 

３ 第１項の規定により、介護医療院の開設者等に対し報告若しくは提出若しくは提示

を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護医療院の開設者等に対し質問させ、

若しくは介護医療院に立入検査をさせた市町村長は、当該介護医療院につき次条、第

114条の 4第１項、第114条の 5第３項又は第 114条の 6第１項の規定による

処分が行われる必要があると認めるときは、理由を付して、その旨を都道府県知事に

通知しなければならない。 

 

第115条の７（報告等） 

  都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関して必要があると認

めるときは、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者であ

った者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者(以下この項において「指定

介護予防サービス事業者であった者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提

出若しくは提示を命じ、指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所

の従業者若しくは指定介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は

当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定介護予防サービス事業者の当

該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予防サービスの事業に関係のある場所に

立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ （省略） 

 

   〔参考〕 

第76条（報告等） 指定居宅サービス事業者 関連 

第90条（報告等） 指定介護老人福祉施設 関連 

第100条（報告等） 介護老人保健施設 関連 

第114条の２（報告等） 介護医療院 関連 

第115条の７（報告等） 指定介護予防サービス事業者 関連 
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Ⅲ．国及び都道府県                           

 

介護保険法 

第24条（帳簿書類の提示等） 

 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等(居宅介護住宅改修費の支給及び介護

予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第208条において同じ。)に関して必要があ

ると認めるときは、居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者に対し、その行

った居宅サービス等に関し、報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記録、帳簿書

類その他の物件の提示を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を受け

た被保険者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サービス等(以

下「介護給付等対象サービス」という。)の内容に関し、報告を命じ、又は当該職員に

質問させることができる。 

３～４（省略） 

 

 

 

Ⅳ．国民健康保険団体連合会                    

 

介護保険法 

第176条（連合会の業務） 

 連合会は、国民健康保険法の規定による業務のほか、次に掲げる業務を行う。 

一 （省略） 

二 （省略） 

三 指定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定居宅介護支援、指定施設サービ

ス等、指定介護予防サービス、指定地域密着型介護予防サービス及び指定介護予防支

援の質の向上に関する調査並びに指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス

事業者、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者、指

定地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介護予防支援事業者に対する必要な指

導及び助言 

２ （省略） 
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Ⅴ．介護（予防）サービス事業者等                    

 

 

（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所

介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者

生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売） 

【指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準】 

（平成11年３月31日厚生省令第37号） 

【指定居宅サービス等及び指定介護予防サー

ビス等に関する基準について】 

（平成11年９月17日老企第25号） 

第36条（苦情処理） 

指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介

護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

２  指定訪問介護事業者は、前項の苦情を受け付

けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなけ

ればならない。 

３  指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介

護に関し、法第23条の規定により市町村が行

う文書その他の物件の提出若しくは提示の求

め又は当該市町村の職員からの質問若しくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市

町村が行う調査に協力するとともに、市町村か

ら指導又は助言を受けた場合においては、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

４  指定訪問介護事業者は、市町村からの求めが

あった場合には、前項の改善の内容を市町村に

報告しなければならない。 

５ 指定訪問介護事業者は、提供した指定訪問介

護に係る利用者からの苦情に関して国民健康

保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第

三号の調査に協力するとともに、国民健康保険

団体連合会から同号の指導又は助言を受けた

場合においては、当該指導又は助言に従って必

要な改善を行わなければならない。 

６ 指定訪問介護事業者は、国民健康保険団体連

合会からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を国民健康保険団体連合会に報告しな

ければならない。 

（28）苦情処理 

① 居宅基準第36条第１項にいう「必要な措置」

とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制

及び手順等当該事業所における苦情を処理す

るために講ずる措置の概要について明らかに

し、利用申込者又はその家族にサービスの内容

を説明する文書に苦情に対する措置の概要に

ついても併せて記載するとともに、事業所に掲

示し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等で

ある。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦

情に対し、指定訪問介護事業者が組織として迅

速かつ適切に対応するため、当該苦情（指定訪

問介護事業者が提供したサービスとは関係の

ないものを除く。）の受付日、その内容等を記

録することを義務づけたものである。 

また、指定訪問介護事業者は、苦情がサービ

スの質の向上を図る上での重要な情報である

との認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービ

スの質の向上に向けた取組を自ら行うべきで

ある。 

なお、居宅基準第39条第２項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、２年間保存しなけ

ればならない。 

③ 同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も

身近な行政庁であり、かつ、保険者である市町

村が、サービスに関する苦情に対応する必要が

生ずることから、市町村についても国民健康保

険団体連合会と同様に、指定訪問介護事業者に

対する苦情に関する調査や指導、助言を行える

ことを運営基準上、明確にしたものである。 

指定訪問介護事業者以外の指定居宅サービス事業者は第36条を準用。 
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【指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準】 

（平成11年３月31日厚生省令第38号） 

【指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準について】 

（平成11年７月29日老企第22号） 

第26条（苦情処理） 

指定居宅介護支援事業者は､自ら提供した指

定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画

に位置付けた指定居宅サービス等（第６項にお

いて「指定居宅介護支援等」という。）に対す

る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ

適切に対応しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受

け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指

定居宅介護支援に関し、法第23条の規定によ

り市町村が行う文書その他の物件の提出若し

くは提示の求め又は当該市町村の職員からの

質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとと

もに、市町村から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改

善を行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、市町村からの求

めがあった場合には、前項の改善の内容を市町

村に報告しなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サー

ビス計画に位置付けた法第41条第１項に規定

する指定居宅サービス又は法第42条の２第１

項に規定する指定地域密着型サービスに対す

る苦情の国民健康保険団体連合会への申立て

に関して、利用者に対し必要な援助を行わなけ

ればならない。 

６  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支

援等に対する利用者からの苦情に関して国民

健康保険団体連合会が行う法第 176 条第１項

第三号の調査に協力するとともに、自ら提供し

た指定居宅介護支援に関して国民健康保険団

体連合会から同号の指導又は助言を受けた場

合においては、当該指導又は助言に従って必要

（21）苦情処理 

① 基準第26条第１項は、利用者の保護及び適

切かつ円滑な指定居宅介護支援、指定居宅サー

ビス等の利用に資するため、自ら提供した指定

居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に

位置付けた指定居宅サービス等に対する利用

者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に

対応しなければならないこととしたものであ

る。具体的には、指定居宅介護支援等について

の苦情の場合には、当該事業者は、利用者又は

その家族、指定居宅サービス事業者等から事情

を聞き、苦情に係る問題点を把握の上、対応策

を検討し必要に応じて利用者に説明しなけれ

ばならないものである。 

なお、介護保険法第23条の規定に基づき、

市町村から居宅サービス計画の提出を求めら

れた場合には、基準第26条第３項の規定に基

づいて、その求めに応じなければならないもの

である。 

② 同条第２項は、苦情に対し指定居宅介護支援

事業者が組織として迅速かつ適切に対応する

ため、当該苦情（指定居宅介護支援事業者が提

供したサービスとは関係のないものを除く。）

の内容等を記録することを義務づけたもので

ある。 

また、指定居宅介護支援事業者は、苦情がサ

ービスの質の向上を図る上での重要な情報で

あるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サ

ービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべ

きである。 

なお、基準第29条第２項の規定に基づき、

苦情の内容等の記録は、２年間保存しなければ

ならない。 

③ 同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も
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な改善を行わなければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団

体連合会からの求めがあった場合には、前項の

改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告

しなければならない。 

 

身近な行政庁である市町村が、一次的には居宅

サービス等に関する苦情に対応することが多

くなることと考えられることから、市町村につ

いても国民健康保険団体連合会と同様に、指定

居宅介護支援事業者に対する苦情に関する調

査や指導、助言を行えることを運営基準上、明

確にしたものである。 

④ なお、指定居宅介護支援事業者は、当該事業

所における苦情を処理するために講ずる措置

の概要について明らかにし、相談窓口の連絡

先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者に

サービスの内容を説明する文書に記載すると

ともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイト

に掲載するべきものである。 
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【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営

に関する基準】 

（平成11年３月31日厚生省令第39号） 

【指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営

に関する基準について】 

（平成12年３月17日老企第43号） 

第33条（苦情処理） 

指定介護老人福祉施設は、その提供した指定

介護福祉施設サービスに関する入所者及びそ

の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口を設置す

る等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項の苦情を受け

付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 

３ 指定介護老人福祉施設は、提供した指定介護

福祉施設サービスに関し、法第23条の規定に

よる市町村が行う文書その他の物件の提出若

しくは提示の求め又は当該市町村の職員から

の質問若しくは照会に応じ、入所者からの苦情

に関して市町村が行う調査に協力するととも

に、市町村から指導又は助言を受けた場合は、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わ

なければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、市町村からの求め

があった場合には、前項の改善の内容を市町村

に報告しなければならない。 

５  指定介護老人福祉施設は、提供した指定介護

福祉施設サービスに関する入所者からの苦情

に関して国民健康保険団体連合会が行う法第

176 条第１項第三号の規定による調査に協力

するとともに、国民健康保険団体連合会から同

号の規定による指導又は助言を受けた場合は、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わ

なければならない。 

６ 指定介護老人福祉施設は、国民健康保険団体

連合会からの求めがあった場合には、前項の改

善の内容を国民健康保険団体連合会に報告し

なければならない。 

35 苦情処理 

(1) 基準省令第 33 条第１項にいう「必要な措

置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置

することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及

び手順等、当該施設における苦情を処理するた

めに講ずる措置の概要について明らかにし、こ

れを入所者又はその家族にサービスの内容を

説明する文書に記載するとともに、施設に掲示

し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等であ

る。 

(2)  同条第２項は、苦情に対し指定介護老人福

祉施設が組織として迅速かつ適切に対応する

ため、当該苦情（指定介護老人福祉施設が提供

したサービスとは関係のないものを除く。）の

受付日、内容等を記録することを義務づけたも

のである。 

また、指定介護老人福祉施設は、苦情がサー

ビスの質の向上を図る上での重要な情報であ

るとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サー

ビスの質の向上に向けた取組を自ら行うべき

である。 

なお、基準省令第37条第２項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、２年間保存しなけ

ればならない。 

(3)  介護保険法上、苦情処理に関する業務を行

うことがその業務として位置付けられている

国民健康保険団体連合会のみならず、住民に最

も身近な行政庁であり、かつ、保険者である市

町村が、サービスに関する苦情に対応する必要

が生ずることから、市町村についても国民健康

保険団体連合会と同様に、指定介護老人福祉施

設に対する苦情に関する調査や指導、助言を行

えることを運営基準上明確にしたものである。 
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【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準】 

（平成11年3月31日厚生省令第40号） 

【介護老人保健施設の人員、施設及び設備並び

に運営に関する基準について】 

（平成12年3月17日老企第44号） 

第34条（苦情処理） 

介護老人保健施設は、提供した介護保健施設

サービスに関する入所者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を

受け付けるための窓口を設置する等の必要な

措置を講じなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、前項の苦情を受け付け

た場合には、当該苦情の内容等を記録しなけれ

ばならない。 

３ 介護老人保健施設は、提供した介護保健施設

サービスに関し、法第23条の規定による市町

村が行う文書その他の物件の提出若しくは提

示の求め又は当該市町村の職員からの質問若

しくは照会に応じ、入所者からの苦情に関して

市町村が行う調査に協力するとともに、市町村

から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。 

４ 介護老人保健施設は、市町村からの求めがあ

った場合には、前項の改善の内容を市町村に報

告しなければならない。 

５  介護老人保健施設は、提供した介護保健施設

サービスに関する入所者からの苦情に関して

国民健康保険団体連合会が行う法第 176 条第

1項第三号の規定による調査に協力するととも

に、国民健康保険団体連合会から同号の規定に

よる指導又は助言を受けた場合は、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。 

６ 介護老人保健施設は、国民健康保険団体連合

会からの求めがあった場合には、前項の改善の

内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけ

ればならない。 

33 苦情処理 

(1) 基準省令第 34条第 1 項にいう「必要な措

置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置

することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及

び手順等、当該施設における苦情を処理するた

めに講ずる措置の概要について明らかにし、こ

れを入所者又はその家族にサービスの内容を

説明する文書に記載するとともに、施設に掲示

し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等であ

る。 

(2) 同条第 2 項は、苦情に対し介護老人保健施

設が組織として迅速かつ適切に対応するため、

当該苦情（介護老人保健施設が提供したサービ

スとは関係のないものを除く。）の受付日、内

容等を記録することを義務づけたものである。 

また、介護老人保健施設は、苦情がサービス

の質の向上を図る上での重要な情報であると

の認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービス

の質の向上に向けた取組を自ら行うべきであ

る。 

なお、基準省令第38条第2項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、2年間保存しなけ

ればならない。 

(3) 介護保険法上、苦情処理に関する業務を行

うことが位置付けられている国民健康保険団

体連合会のみならず、住民に最も身近な行政庁

であり、かつ、保険者である市町村が、介護保

健施設サービスに関する苦情に対応する必要

が生ずることから、市町村についても国民健康

保険団体連合会と同様に、介護老人保健施設に

対する苦情に関する調査や指導、助言を行える

ことを明確にしたものである。 
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【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準】 

（平成30年1月18日厚生省令第5号） 

【介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準について】 

（平成30年3月22日老老発第0322第１

号） 

第38条（苦情処理） 

介護医療院は、提供した介護医療院サービス

に関する入所者及びその家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

２ 介護医療院は、前項の苦情を受け付けた場合

には、当該苦情の内容等を記録しなければなら

ない。 

３ 介護医療院は、提供した介護医療院サービス

に関し、法第23条の規定による市町村が行う

文書その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は当該市町村の職員からの質問若しくは照

会に応じ、入所者からの苦情に関して市町村が

行う調査に協力するとともに、市町村から指導

又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行わなければならない。 

４ 介護医療院は、市町村からの求めがあった場

合には、前項の改善の内容を市町村に報告しな

ければならない。 

５  介護医療院は、提供した介護医療院サービス

に関する入所者からの苦情に関して国民健康

保険団体連合会が行う法第176条第1項第三

号の規定による調査に協力するとともに、国民

健康保険団体連合会から同号の規定による指

導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言

に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 介護医療院は、国民健康保険団体連合会から

の求めがあった場合には、前項の改善の内容を

国民健康保険団体連合会に報告しなければな

らない。 

33 苦情処理 

(1) 基準省令第 38 条第１項にいう「必要な措

置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置

することのほか、相談窓口、苦情処理の体制及

び手順等、当該施設における苦情を処理するた

めに講ずる措置の概要について明らかにし、こ

れを入所者又はその家族にサービスの内容を

説明する文書に記載するとともに、施設に掲示

し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等であ

る。 

(2) 同条第２項は、苦情に対し介護医療院が組

織として迅速かつ適切に対応するため、当該苦

情（介護医療院が提供したサービスとは関係の

ないものを除く。）の受付日、内容等を記録す

ることを義務づけたものである。 

また、介護医療院は、苦情がサービスの質の

向上を図る上での重要な情報であるとの認識

に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の

向上に向けた取組を自ら行うべきである。 

なお、基準省令第42 条第２項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、２年間保存しなけ

ればならない。 

(3) 介護保険法上、苦情処理に関する業務を行

うことが位置付けられている国民健康保険団

体連合会のみならず、住民に最も身近な行政庁

であり、かつ、保険者である市町村が、介護医

療院サービスに関する苦情に対応する必要が

生ずることから、市町村についても国民健康保

険団体連合会と同様に、介護医療院に対する苦

情に関する調査や指導、助言を行えることを明

確にしたものである。 
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（介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防

居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護

予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与、特定

介護予防福祉用具販売） 
 

【指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準】 

（平成18年3月14日厚生労働省令第35号） 

【指定居宅サービス等及び指定介護予防サー

ビス等に関する基準について】 

（平成11年9月17日老企第25号） 

第53条の８（苦情処理） 

指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供し

た指定介護予防訪問入浴介護に係る利用者及

びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応

するために、苦情を受け付けるための窓口を設

置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

２  指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前項の

苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等

を記録しなければならない。 

３  指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供し

た指定介護予防訪問入浴介護に関し、法第 23

条の規定により市町村が行う文書その他の物

件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村

の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利

用者からの苦情に関して市町村が行う調査に

協力するとともに、市町村から指導又は助言を

受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行わなければならない。 

４  指定介護予防訪問入浴介護事業者は、市町村

からの求めがあった場合には、前項の改善の内

容を市町村に報告しなければならない。 

５ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、提供し

た指定介護予防訪問入浴介護に係る利用者か

らの苦情に関して国民健康保険団体連合会が

行う法第 176 条第１項第三号の調査に協力す

るとともに、国民健康保険団体連合会から同号

の指導又は助言を受けた場合においては、当該

（28）苦情処理 

①  居宅基準第53条の8第１項にいう「必要な

措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理

の体制及び手順等当該事業所における苦情を

処理するために講ずる措置の概要について明

らかにし、利用申込者又はその家族にサービス

の内容を説明する文書に苦情に対する措置の

概要についても併せて記載するとともに、事業

所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載するこ

と等である。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦

情に対し、指定介護予防訪問入浴介護事業者が

組織として迅速かつ適切に対応するため、当該

苦情（指定介護予防訪問入浴介護事業者が提供

したサービスとは関係のないものを除く。）の

受付日、その内容等を記録することを義務づけ

たものである。 

また、指定介護予防訪問入浴介護事業者は、

苦情がサービスの質の向上を図る上での重要

な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏

まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら

行うべきである。 

なお、居宅基準第54条第2項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、2年間保存しなけ

ればならない。 

③ 同条第3項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も

指定介護予防サービス事業者 
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指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

６ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、国民健

康保険団体連合会からの求めがあった場合に

は、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合

会に報告しなければならない。 

 

身近な行政庁であり、かつ、保険者である市町

村が、サービスに関する苦情に対応する必要が

生ずることから、市町村についても国民健康保

険団体連合会と同様に、指定介護予防訪問入浴

介護事業者に対する苦情に関する調査や指導、

助言を行えることを運営基準上、明確にしたも

のである。 

指定介護予防訪問入浴介護事業者以外の指定介護予防サービス事業者は第53条の８を準用。 
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【指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準】 

（平成 18 年 3 月 14 日厚生労働省令第 3７

号） 

【指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準

について】 

（平成18年3月31日老振発第0331003

号、老老発第0331016号） 

第25条（苦情処理） 

指定介護予防支援事業者は､自ら提供した指

定介護予防支援又は自らが介護予防サービス

計画に位置付けた指定介護予防サービス等（第

６項において「指定介護予防支援等」という。）

に対する利用者及びその家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項の苦情を受

け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、自ら提供した指

定介護予防支援に関し、法第23条の規定によ

り市町村が行う文書その他の物件の提出若し

くは提示の求め又は当該市町村の職員からの

質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市町村が行う調査に協力するとと

もに、市町村から指導又は助言を受けた場合に

おいては、当該指導又は助言に従って必要な改

善を行わなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、市町村からの求

めがあった場合には、前項の改善の内容を市町

村に報告しなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防

サービス計画に位置付けた法第53条第1項に

規定する指定介護予防サービス又は法第54条

の２第１項に規定する指定地域密着型介護予

防サービスに対する苦情の国民健康保険団体

連合会への申立てに関して、利用者に対し必要

な援助を行わなければならない。 

６  指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支

援等に対する利用者からの苦情に関して国民

健康保険団体連合会が行う法第176条第1項

第三号の調査に協力するとともに、自ら提供し

（21）苦情処理 

① 基準第25条第1項は、利用者の保護及び適

切かつ円滑な指定介護予防支援、指定介護予防

サービス等の利用に資するため、自ら提供した

指定介護予防支援又は自らが介護予防サービ

ス計画に位置付けた指定介護予防サービス等

に対する利用者及びその家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応しなければならないことと

したものである。具体的には、指定介護予防支

援等についての苦情の場合には、当該事業者

は、利用者又はその家族、指定介護予防サービ

ス事業者等から事情を聞き、苦情に係る問題点

を把握の上、対応策を検討し必要に応じて利用

者に説明しなければならないものである。 

なお、介護保険法第23条の規定に基づき、

市町村から介護予防サービス計画の提出を求

められた場合には、基準第25条第3項の規定

に基づいて、その求めに応じなければならない

ものである。 

② 同条第2項は、苦情に対し指定介護予防支援

事業者が組織として迅速かつ適切に対応する

ため、当該苦情（指定介護予防支援事業者が提

供したサービスとは関係のないものを除く。）

の内容等を記録することを義務づけたもので

ある。 

また、指定介護予防支援事業者は、苦情がサ

ービスの質の向上を図る上での重要な情報で

あるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サ

ービスの質の向上に向けた取組を自ら行うべ

きである。 

なお、基準第28条第2項の規定に基づき、

苦情の内容等の記録は、2年間保存しなければ

ならない。 

指定介護予防支援事業者 
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た指定介護予防支援に関して国民健康保険団

体連合会から同号の指導又は助言を受けた場

合においては、当該指導又は助言に従って必要

な改善を行わなければならない。 

７ 指定介護予防支援事業者は、国民健康保険団

体連合会からの求めがあった場合には、前項の

改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告

しなければならない。 

 

③ 同条第3項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も

身近な行政庁である市町村が、一次的には介護

予防サービス等に関する苦情に対応すること

が多くなることと考えられることから、市町村

についても国民健康保険団体連合会と同様に、

指定介護予防支援事業者に対する苦情に関す

る調査や指導、助言を行えることを運営基準

上、明確にしたものである。 

④ なお、指定介護予防支援事業者は、当該事業

所における苦情を処理するために講ずる措置

の概要について明らかにし、相談窓口の連絡

先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者に

サービスの内容を説明する文書に記載すると

ともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイト

に掲載するべきものである。 
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（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症

対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型

居宅介護、地域密着型通所介護） 
 

【指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準】 

（平成18年３月14日厚生労働省令第34号） 

【指定地域密着型サービス及び指定地域密着

型介護予防サービスに関する基準について】 

（平成18年3月31日老計発第0331004

号、老振発第 0331004 号、老老発第

0331017号） 

第3条の３６（苦情処理） 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護に係る利用者及びその家族からの苦

情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受

け付けるための窓口を設置する等の必要な措

置を講じなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該

苦情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護に関し、法第23条の規定により市町

村が行う文書その他の物件の提出若しくは提

示の求め又は当該市町村の職員からの質問若

しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関

して市町村が行う調査に協力するとともに、市

町村から指導又は助言を受けた場合において

は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

４ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、市町村からの求めがあった場合には、前

項の改善の内容を市町村に報告しなければな

らない。 

５  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、提供した指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護に係る利用者からの苦情に関して国

民健康保険団体連合会が行う法第 176条第 1

項第三号の調査に協力するとともに、国民健康

保険団体連合会から同号の指導又は助言を受

（２8）苦情処理 

① 基準第 3 条の 36 第 1 項にいう「必要な措

置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の

体制及び手順等当該事業所における苦情を処

理するために講ずる措置の概要について明ら

かにし、利用申込者又はその家族にサービスの

内容を説明する文書に苦情に対する対応の内

容についても併せて記載するとともに、事業所

に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載すること

等である。 

②  同条第2項は、利用者及びその家族からの苦

情に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者が組織として迅速かつ適切に対応

するため、当該苦情（指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業者が提供したサービスと

は関係のないものを除く。）の受付日、その内

容等を記録することを義務づけたものである。 

また、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る

上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情

の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた

取組を行うことが必要である。 

なお、基準第３条の40第2項の規定に基づ

き、苦情の内容等の記録は、2年間保存しなけ

ればならない。 

③  同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も

身近な行政庁であり、かつ、保険者である市町

村が、サービスに関する苦情に対応する必要が

指定地域密着型サービス事業者 
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けた場合においては、当該指導又は助言に従っ

て必要な改善を行わなければならない。 

６ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあ

った場合には、前項の改善の内容を国民健康保

険団体連合会に報告しなければならない。 

生ずることから、市町村についても国民健康保

険団体連合会と同様に、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者に対する苦情に関す

る調査や指導、助言を行えることを運営基準

上、明確にしたものである。 

 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者以外の指定地域密着サービス事業者は第３条の36 

を準用。 
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（介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応

型共同生活介護） 
 

【指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準】 

（平成18年３月14日厚生労働省令第36号） 

【指定地域密着型サービス及び指定地域密着型

介護予防サービスに関する基準について】 

（平成18年3月31日老計発第0331004号、

老振発第 0331004 号、老老発第 0331017

号） 

第36条（苦情処理） 

指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、提供した指定介護予防認知症対応型通所介

護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦

情の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、提供した指定介護予防認知症対応型通所介

護に関し、法第23条の規定により市町村が行

う文書その他の物件の提出若しくは提示の求

め又は当該市町村の職員からの質問若しくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市

町村が行う調査に協力するとともに、市町村か

ら指導又は助言を受けた場合においては、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなけ

ればならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、市町村からの求めがあった場合には、前項

の改善の内容を市町村に報告しなければなら

ない。 

５  指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、提供した指定介護予防認知症対応型通所介

護に係る利用者からの苦情に関して国民健康

保険団体連合会が行う法第176条第1項第三

号の調査に協力するとともに、国民健康保険団

体連合会から同号の指導又は助言を受けた場

合においては、当該指導又は助言に従って必要

な改善を行わなければならない。 

（28）苦情処理 

① 基準第36条第1項にいう「必要な措置」と

は、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及

び手順等当該事業所における苦情を処理する

ために講ずる措置の概要について明らかにし、

利用申込者又はその家族にサービスの内容を

説明する文書に苦情に対する対応の内容につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示

し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等であ

る。 

②  同条第2項は、利用者及びその家族からの苦

情に対し、指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者が組織として迅速かつ適切に対応する

ため、当該苦情（指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者が提供したサービスとは関係の

ないものを除く。）の受付日、その内容等を記

録することを義務づけたものである。 

また、指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上で

の重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内

容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組

を行うことが必要である。 

なお、基準第４０条第2項の規定に基づき、

苦情の内容等の記録は、2年間保存しなければ

ならない。 

③  同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国

民健康保険団体連合会のみならず、住民に最も

身近な行政庁であり、かつ、保険者である市町

村が、サービスに関する苦情に対応する必要が

生ずることから、市町村についても国民健康保

険団体連合会と同様に、指定介護予防認知症対

指定地域密着型介護予防サービス事業者 
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６ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、国民健康保険団体連合会からの求めがあっ

た場合には、前項の改善の内容を国民健康保険

団体連合会に報告しなければならない。 

応型通所介護事業者に対する苦情に関する調

査や指導、助言を行えることを運営基準上、明

確にしたものである。 

指定介護予防認知症対応型通所介護事業者以外の指定地域密着型介護予防サービス事業者は第３ 

６条を準用。

- 67 -



 

 

 

（訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービス、介護予防ケアマネジメン

ト） 
 

【介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて】 

（平成27年６月５日老発0605第5号） 

第7 総合事業の制度的な枠組み 

５ その他 

（４） 苦情処理 

○ サービス利用に当たって苦情等が生じた時は、今の予防給付と同様、以下のとおり、サービス提

供者自身の対応はもちろん、介護予防ケアマネジメントをする地域包括支援センター等や市町村、

国保連合会においても、必要に応じ、相談に対応する。 

・サービス事業者 

日常的な苦情を受け付けるとともに、市町村・国保連合会の調査等に協力し、指導・助言を受け

た場合には必要な改善を行うとともに、市町村・国保連合会の求めに応じて改善内容を報告。 

・地域包括支援センター 

介護予防ケアマネジメントを行うものとして、利用者・事業者等から事情を聞き、対応を検討。

必要に応じて、利用者に説明し、国保連合会への苦情申立てについての援助を行う。 

・市町村 

苦情の窓口・指定権者として、事業者等に対する調査・指導・助言を実施。 

・国保連合会 

市町村等と適宜調整しつつ、市町村で対応できない苦情等の相談を実施するとともに、申立に基

づき、事業者等に対する指導・助言等を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防・日常生活支援サービス事業者 
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